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働かなければならない:それにしも、質を担保するシステムが不十分であれば、各大学の取組
みには限界があるとするしかない。
文部科学省は、各大学にFD活動を奨励しているが、その効果を適切に発揮されているの
か否かの検証や実施水準を管理することも課題である。また、同省は教員採用において若手
研究者を積極的に採用することを求めているが、これは大学院博士課程修了者の就職先が
少ないことの対策にはつながるだとうが、教育実践という観点からは課題が残る。
つまり、大学院における研究活動は、教育現場の教育実践とは異なる。研究ができれば教
育もできるという考えもあるようではあるが、教育と研究では求められる資質や能力は随分違う。
大学教員には研究を開発的に推進することと、学生を教える行為が求められている。
研究を行うということには、研究しながら後進(人間)を育てる。つまり、教えるという要素が含
まれている筆者は考える。
ここで問題は、大学教員に「教える技術を身につけていること」という要件が課されていない
ということである。教える行為には一定のスキルが必要である。そのスキルを採用時だけでなく、
教員になってからも確認することが必要なのではないだろうか。
上述の問題提起を環太平洋大学における学生と教員の実際と照合して考えると、授業の成
立という視′点化は、特に 1年生の初年度教育に対応できる教員の育成が急務であること明ら
かである。
ところが、大学の体制は学生に対する教員の導能力を重視できていないため、学生の学修
活動に大きな妨げが起こっている。前述において梶田が指摘していた大学人として必要な資
質の一つ「学生指導の態度と能力」を育成するという内的プログラムが必要であり、その企画
には教授行為に卓越性を有す実務家教員等を中心としたプロジェクトチームを発足させ、
O」T(On‐the‐JOb■aining)として学内で実施することも1つの方策であると考えられる。
この学校におけるOJTの重要性や進め方について、浅野良一によれば、
(1)経営学と教育学を融合した役に立つ理論の構築
(2)学校の多忙を克服する実践的な手法の手段
(3)人事管理との整合性
という3点をOJT研究の基本的な視点から、現場で起こりうるすべての事象が議論を通じた
なかから研修として生み出されてくると言つている。5
4,2日3学修能力を引き出す教育内容の充実
大学全入時代に入り、全学で取り組む活動として入学生の学力の「格差をともなった全般的
低下」への対応、また、学力の底上げを図るために単なる基礎基本の学習指導だけではなく、
学生のもつ潜在的な力を引き出し、それを伸ばすという学修行為への指導と支援を目指すこ
とが必要である。
大学の付加価値としたサービスについては、次のことが考えられる。
大学生としての論理力:思考力を高めるための学修への支援としては、基礎学力不足が顕
5浅野良― (2010)『学校におけるOЛの効果的な進め方』教育開発研究所,pp.15‐28,pp.34‐38,pp.47・51.
‐18‐
著に認められる学生に対し、面談を通じて思考力くとりわけ論理的思考を高めることに重点を
おく活動が必要である。このことが学生のコミュニケァションカ、つまり相手に自分が考えてい
る、自分の興味関心のあるテニ々について理解してもらえるように伝える力、相手の考えを理
解し、内容をかみ合わせながら対話を組み立てていく力を引き出し、伸ばすことにもつながる
と考えるからである。
また、これらに類似した教育実践を通じて、学習。学修や研究開発活動とはどのようなことか
について、理解を深めることも目的にする。そして必要に応じて、参考文献や資料検索の方法、
図書館利用の方法、調査の方法などについてもアドバイスを行う。
このような教育活動を実施する中で、学生指導に対するOJTを、小中高学校を経験した実
務家教員等が主となリプロジェクトをつくり、これを実践できる教員の育成することが学生の能
力・資質向上につながる一方策と考える。
5改善プランの実現に向けて
上述の改善プランの実現し、有用性を高めるためにも、教職員の理解と意識を向上させ、
意欲を高める具体的な方策を考案し、計画的に日々の教育活動の中で、教職員自らが主体
的に取り組むようにするが課題である。
これには教職員の自己実現をめざして、自己を恒常的に成長させるという向上心を保持し
ながら行為に移す取り組みが必要となつてくる。そのために、大学人として教職員自身の研究
活動や教育実践・職務使命の本質的な意味を恒常的に問い、責任をもつて課題に取り組むこ
とで、自己の成長の実現を見ることができるだろう。
本来の研究活動を通じて、大学人として自らが研究者であるがゆえ、教育者として、大学構
成員のひとりとして大学経営に参画することが、広く社会を俯腋した位置から自らの研究活動
や教育実践・職務遂行が果たしている役割0意味。効果を常に問い直させることとなる。
大学経営に参画しく大学人として社会的貢献や責務を果たしていることを常に求道的な考
えをもたせることが必要である。
この改善に向けての取り組みが、「やる気から起こる改善、改革」となっていき、教職員ひとり
一人が、大学人としての大学改革に参画している意識を高め、成長が実感できる大学改善に
つながっていくことが望ましいと考える。
おわりに
本論が、環太平洋大学と類似した条件をもつ近隣の大学はもとより、全国の大学の改革の
基礎となり、大学教員の改革のひとつに、大学教員には「教える技術を身につけていること」と
いう要件が課されるようになれば幸いである。
19・
終わりになりましたが、事例として本研究のアンケート調査に協力を受けた環太平洋大学の
教職員の皆様に厚く感謝する。また、この度メンター としてお引き受け頂きご指導頂きました、
堀内 孜先生、いつも心温まる丁寧なご指導を賜つた兵庫教育大学の浅野良一大学院教授
に感謝の意を表すとともに、本研究の体験を筆者は教育実践の現場に役立て、市民社会に
貢献することが恩師への恩返しであると心得えている。
(以上)
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